
令和2年の災害と対応
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平成27年9月関東・東北豪雨

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

③小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

平成28年8月台風10号 平成29年7月九州北部豪雨

④桂川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

7月豪雨

⑤小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

台風第21号

⑥神戸港六甲アイランドにおける浸水被害
（兵庫県神戸市）

北海道胆振東部地震

⑦土砂災害の状況
（北海道勇払郡厚真町）

平成28年熊本地震

②土砂災害の状況
（熊本県南阿蘇村）

⑧電柱・倒木倒壊の状況
(千葉県鴨川市)
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⑨千曲川における浸水被害状況
(長野県長野市)
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⑩球磨川における浸水被害状況
(熊本県人吉市) 1



水害･･･主な水害（床
上浸水10戸以上）が発
生 した地域

地震 (震度)

台風経路
（日本列島に接近し
た台風）

5弱

土砂災害･･･主な被
災地域(土砂災害発生
件数が50件以上)

令和２年の災害発生状況

主な風水害（床上浸水10戸以上）

事象名 月 主被災地域

令和２年７月
豪雨

7月

秋田、山形、岐阜、
山口、福岡、佐賀、
長崎、熊本、大分、
鹿児島

主な地震（最大震度5弱以上）

月 主被災地域

石川県能登
地方

３月
石川県輪島市
（震度5強）

千葉県東方沖 ６月 千葉県旭市（震度5弱）

福井県嶺北 ９月
福井県坂井市
（震度5弱）

主な土砂災害（発生件数50件以上）

事象名 月 主被災地域

令和２年７月
豪雨

７月
熊本、長野、鹿児島、
福岡、神奈川
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令和２年７月豪雨における全国の被害概況

鉄道被害
※全国で13事業者20路線が被災

土砂災害
※全国で954件発生

道路被害
※全国で高速道路や国道、県道等

約780区間が被災

河川の氾濫
※全国で国管理8河川、都道府県管理193河川が氾濫

○ 令和２年７月豪雨により、死者82名※１、住家被害約18,000棟※１など極めて甚大な被害
○ 河川の氾濫等により、全国で約13,000haが浸水、道路や鉄道の被害が多数発生。

JR九州 久大線

岐阜県下呂市

最上川江の川

県道 小鶴原女木線 深水橋
※地図中の被害件数等は令和2年9月30日時点

※１消防庁「令和２年７月豪雨による被害及び消防機関等の対応状況（第49報）」（令和２年８月２４日）
※２ 最大時で避難者約11,000人、孤立世帯約4,000世帯
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佐敷川水系佐敷川 約3.04ha

湯の浦川水系湯の浦川 約45ha

大鞘川水系大鞘川 約19ha

二見川水系二見川 約25ha

一町田川水系一町田川 約6.8ha

一町田川水系白木河内川 約7.6ha

早浦川水系早浦川 約13ha

川内川水系百次川 約6ha

川内川水系勝目川 約5ha

川内川水系山野川 約40ha

関川水系関川 約6.8ha

×

×

肝属川水系肝属川 約10ha

高須川水系高須川 約3ha

大上戸川水系大上戸川 約8ha

大上戸川水系藤の川 約2ha

筑後川水系筑後川 約6ha

遠賀川水系彦山川 約0.8ha

中川水系中川 約0.3ha

高山川水系
溝井川 約1.8ha、高山川約0.1ha

隈川水系隈川

大牟田川水系大牟田川

諏訪川水系諏訪川

矢部川水系
大根川、楠田川、大倉谷川

本城川水系本城川 約38ha
黒仁田川 約7ha

球磨川水系
小川、川辺川 約177ha、川内川
市之俣川、中園川、庄本川、芋川、万江川

大淀川水系大淀川 約0.7ha

福島川水系
福島川 約67.6ha、西方川約2.2ha

山国川水系山国川、黒川 約1.2ha

×

令和２年７月豪雨による浸水状況について
令和2年10月1日時点

○ 7月28日から29日にかけて氾濫が発生した最上川を含む、国が管理する７水系１０河川で河川からの氾濫が発生。

○ 国が管理する８水系１６河川では、本川の水位が高かったため、水路等が排水できず浸水が発生。

○ 県が管理する５８水系１９３河川で氾濫が発生。うち、鹿児島県が管理する川内川水系百次川、勝目川、山形県が管理する最上川水系白水川では、決壊に
よる浸水が発生。それぞれの決壊箇所の緊急復旧工事は完了。

ももつぎがわ かつめが わせんだいがわ

浸水被害が発生した河川
（河川管理者から報告があったもの）

球磨川水系球磨川 約1,020ha

※本情報は速報値であるため、今後の調査等で変わる可能性があります。

堂面川水系堂面川、
白銀川、長溝川

緑川水系
木山川 約87ha、岩戸川約120ha

川内川水系川内川 約1ha
鉄山川約1ha、池島川 約1ha

安楽川水系安楽川 約25.8ha

市木川水系市木川 約7.1ha

×

重信川水系内川 約0.1ha
多良川水系多良川 約0.1ha

浜川水系浜川 約0.2ha

石木津川水系石木津川

大淀川水系岩瀬川 約1ha
本庄川約0.5ha

鈴田川水系針尾川 約7.2ha

一ツ瀬川水系板谷川 約0.2ha

筑後川水系
大刀洗川、陣屋川、池田川、金丸川、下弓削川、堺川、口無川、
桂川約278ha、荷原川約11ha、広川、長延川、花宗川、通瀬川約154ha、
山ノ井川、野上川、町田川約12ha、玖珠川、二串川約2.4ha、
東本川、池町川、宇田貫川、高良川、巨瀬川、不動川、藤町川、
三光川、江川、二又川約4.8ha、山曽谷川、北川約0.1ha、古川、
太田川約1ha、秋光川約22ha、蓮原川約50ha、大木川約71ha、
轟木川約25ha、西田川約168ha、沼川約169ha、前川約90ha、
寒水川約196ha、切通川約432ha、井柳川約800ha、田手川約623ha、
馬場川約233ha、中津江川約73ha、佐賀江川

永田川水系永田川 約0.8ha

郡川水系佐奈河内川 約19.7ha

琴川水系琴川 約0.1ha

千野川水系千野川 約5.4ha

国分川水系江ノ口川 約0.01ha

吉野川水系吉野川 約1ha

氷川水系河俣川

大分川水系大分川 約1.6ha
肱川水系肱川 約33ha

九州地方

四国地方

中国地方

神通川水系大八賀川 約0.04ha

信濃川水系犀川周辺約1.2ha

木曽川水系
飛騨川 約0.8ha、
白川 約1.8ha、
むすごが わ

無数河川 約0.7ha

中部地方

江の川水系江の川 約308.8ha
神野瀬川 約0.7ha、西城川約8.9ha

高梁川水系高梁川 約21.5ha

太田川水系三篠川 約0.2ha 芦田川水系天王前川 約0.1ha

菊池川水系和仁川 約13ha

境川水系境川 約2.8ha

国土交通省 水管理・国土保全局

江の川水系
渋谷川、谷戸川、西城川、田津谷川、都治川、
君谷川 約2ha、矢谷川約4.9ha、三谷川

高梁川水系成羽川

河川名

河川名

国管理河川

県管理河川

× 決壊

沼田川水系霜降川

大分川水系
宮川約1ha、大分川、
黒川約1ha 、尼ヶ瀬川
祓川

嘉瀬川水系八田江

かわうちがわ

馬淵川水系馬淵川 約0.03ha

米代川水系米代川 約16ha

小本川水系小本川 約0.9ha

雄物川水系雄物川 約80.1ha

雄物川水系
福部内川 約4.8ha、新波川約1ha、
猿田川 約80ha

最上川水系最上川 約822.8ha

東北地方

下浜鮎川水系下浜鮎川 約0.9ha

最上川水系丹生川 約10ha

雄物川水系丸子川 約0.6ha

しろみずがわ

最上川水系
本沢川、大門川、富神川、荒町川、
八幡堂川、小鶴沢川、石子沢川、前川、
月布川、市の沢川、送橋川、蝉田川、
赤助川、小国沢川、沢の目川、田村川、
樽石川、銅山川、赤松川、松橋川、
角川、砂子沢川、角間沢川約0.5ha、
京田川、黒瀬川、藤島川、釣網川、
野呂川、朝日川、大旦川、樽川、
新堀川、田沢川、法師川、古佐川、
槙川、寺川、白水川、蛭川、
熊野川、吉野川、五十沢川、
朧気川、野尻川、小見川、荷口川、
実沢川、前田川、沢内川、藤沢川

温海川水系
南俣川

赤川水系
新内川、
青竜寺川

最上川水系元宿川 約5ha

最上川水系小国川 約2ha

赤川水系赤川 約23.5ha

最上川水系須川 約10ha

最上川水系和田川 約1ha

赤川水系大山川 約3.6ha

阿武隈川水系阿武隈川 約2ha

×
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○ 今回の豪雨により、球磨川（くまがわ）や筑後川（ちくごがわ）など国が管理する10河川※1、
都道府県が管理する193河川※1で氾濫などの浸水被害が発生。

○ 全国で約13,000ha※2が浸水。（浸水はすでに解消済）

河川の氾濫による浸水被害

国が管理する河川で氾濫が発生した河川（７水系8河川）

筑後川

大分川

遠賀川

球磨川

筑後川流域の浸水被害

球磨川流域の浸水被害

福岡県久留米市

久留米市や佐賀市などで約9,000ha、約2,000戸が浸水

熊本県人吉市

人吉市、球磨村などで約1,060ha、約7,400戸が浸水

※本情報は速報値であるため、今後の調査等で変わる可能性があります。

※1 国土交通省「令和２年７月豪雨災害による被害状況等について（第51報）」（令和2年11月2日）
※2 国土交通省調べ。速報値であるため、今後数値が変更となる場合がある。

※このほか、最上川（東北）、江の川、神野瀬川（中国）、吉野川（四国）
で氾濫が発生
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球磨川流域における豪雨被害の特徴

○ 人吉市（ひとよしし）は盆地になっており、周囲の山々に降った雨が集まり、さらに下流が山間狭窄部
で川幅が絞り込まれているため、洪水が発生しやすい地形である。

○ 同地域に計画規模を超える大雨が降った。（流域平均雨量が12時間で300mm超）

低平地

山間狭窄部の出口

山間狭窄部

人吉市街地

川辺川合流点

球磨盆地の出口
（山間狭窄部の入口）

※本情報は速報値であるため、今後の調査等で変わる可能性があります。

（計画では、12時間で261mm）
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○ 7月3日（金）～4日（土）の降雨では、人吉地点において、戦後最大の洪水被害となった
昭和40年7月、昭和57年7月洪水を上回る観測史上最高水位を記録した。

水位の状況（人吉）

※本情報は速報値であるため、今後の調査等で変わる可能性があります。
7



球磨川中流域における浸水範囲

：堤防決壊
：越水等
：浸水範囲

凡 例

○ 球磨川流域では、人吉市の中心市街地など約1,060haが浸水し、佐敷川（さしきがわ）など
その他河川や土砂災害による被害も含めると約7,400戸（棟）の家屋が被災。

※消防庁情報（令和２年8月17日）

A

A’

※本情報は速報値であるため、今後の調査等で変わる可能性があります。
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9

（上流から下流を望む）

○ 青井阿蘇神社（あおいあそじんじゃ）の洪水痕跡T.P.106.5mや周辺の痕跡調査結果等より、人吉
市街地では堤防天端を1.5m程度超える水位となっていたと想定される。

球磨川流域における浸水範囲・氾濫形態

A A’

青井阿蘇神社付近（7/4午前）

洪水痕跡（塵芥）

球磨川の範囲

球磨村渡地区

青井阿蘇神社

国道445号
鉄道（JR）

※本情報は速報値であるため、今後の調査等で変わる可能性があります。
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○ 青井阿蘇神社の洪水痕跡より、令和2年7月豪雨による洪水は、昭和40年7月洪水を上回り、
寛文９年（1669年）洪水と同程度の浸水深であった。

※本情報は速報値であるため、今後の調査等で変わる可能性があります。

10人吉市街部における被害状況
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○ 熊本県球磨村の特別養護老人ホーム「千寿園」では、施設の２階（約３ｍ）まで浸水、

入所者65名のうち死者14名の人的被害が発生した。

○ 同施設は「避難確保計画」を作成し、避難訓練を実施していた。

球磨川の浸水区域（人吉市、球磨村渡地区周辺）
と千寿園の位置

小川

球磨川

：堤防決壊
：越水等
：浸水範囲

凡 例

球磨村の特別養護老人ホーム「千寿園（せんじゅえん）」における人的被害

千寿園

小川

球磨川
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球磨川の決壊箇所の対応・権限代行

○ 令和２年７月豪雨により、国が管理する球磨川で２箇所が決壊。
24時間体制で対応し、７月９日までに決壊箇所の緊急復旧工事を完了。

○ 県からの要請に基づき、９支川について７月28日より国が権限代行による復旧工事を実施中。
９月30日までに流路を確保する緊急的な土砂撤去を完了。

○ 現在、本格的な復旧工事を実施中。

■球磨川の決壊箇所への対応

〇球磨川左岸55k地点

〇球磨川右岸56.4k地点

緊急復旧工事完成被災延長 約Ｌ=10m

被災延長 約Ｌ=30.0m

緊急復旧工事完成

■権限代行により実施している河川位置図
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土砂災害発生件数

９５４件
土石流等 ：１６４件

地すべり ： ８０件

がけ崩れ ：７１０件

【被害状況】
人的被害：死 者 17名
家屋被害：全 壊 31戸

半 壊 16戸
一部損壊 132戸

発生件数上位５県

熊 本 県 ２２５件
長 野 県 ７２件
鹿児島県 ６９件
福 岡 県 ６７件
神奈川県 ６１件

7/8

地すべり

かみみのち おがわむら しもきたお

長野県上水内郡小川村下北尾

7/4

がけ崩れ

あしきた あしきたまち ふしき

熊本県葦北郡芦北町伏木氏

7/8 させぼ おがわちちょう

長崎県佐世保市小川内町

凡例
発生件数

50～

1～

0

30～

0 400km

30
10
 1

 

地すべり

7/7

がけ崩れ

ひた あまがせまち あかいわ

大分県日田市天瀬町赤岩

7/4

土石流等

あしきた つなぎまち ふくはま

熊本県葦北郡津奈木町福浜

7/8

土石流
等

たかやま いわいまち ねむき

岐阜県高山市岩井町眠木

7/7

土石流等

あさくら はきますえ

福岡県朝倉市杷木松末

死者：３名

死者：１名

7/30

地すべり

もがみ おおくらむら みなみやま

山形県最上郡大蔵村南山

施設効果

約1,000m3※の土砂を捕捉し効果を発揮
(※10tダンプトラック約200台相当)

令和２年 ７月豪雨による土砂災害発生状況(9月30日_18:00時点)
※これは速報であり、今後数値等が変わる可能性があります。
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■被災状況【九州地方】

被災箇所 （復旧済み）

高速道路 12箇所 (12箇所)

直轄国道 51箇所 (51箇所)

県管理国道 65箇所 (59箇所)

都道府県道 262箇所 (228箇所)

合計 390箇所 (350箇所)

九州における道路の被害状況

①国道3号海浦トンネル坑口（斜面崩壊）

②国道3号佐敷トンネル坑口（斜面崩壊）

④国道210号 日田市天瀬町（道路崩落）

⑤大分自動車道 九重IC～湯布院IC（法面崩壊）

③国道219号（路肩崩壊）

うみのうら

さ しき

ひ た あまがせ

ここのえ ゆ ふ いん

＜11月2日 14：00時点＞

○ 今回の豪雨により、高速道路や国道等をはじめとする道路の被災箇所数は、計390箇所。
○ このうち、350箇所が復旧済。 （１１月２日 １４時時点）

③

①

②

④

⑤

14



■仮橋設置済（西瀬橋）

■応急復旧・啓開済（県道一勝地神瀬線）

■応急復旧・啓開済（国道219号）

国道２１９号等の被害と復旧状況

○ 今回の豪雨における国道219号等の道路の被災については、豪雨の影響で球磨川を渡河する
橋梁が10橋流失するなど、甚大な被害。

○ 国道219号や熊本県道等について、国が権限代行による災害復旧事業に7月22日から着手。
○ 八代市～人吉市を結ぶ啓開ルートは、8月11日に完了。
○ 通学路にも指定されている西瀬橋について、仮橋の設置が完了し９月４日より通行可能。
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※啓開ルートについては、
8月11日（火）
道路啓開完了

九州自動車道
（八代IC～人吉IC）
７月7日8時より無料措置
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豪雨における交通機能確保

○ 今回の豪雨により九州自動車道で土砂崩れなどにより通行止めが発生したが、４車線区間であっ
たことから、被害のない車線を活用し、早期に交通を開放。

○ 八代～水俣間では、国道3号が大規模斜面崩壊により通行止めとなったが、南九州西回り自動
車道とダブルネットワークが形成されていたことから、高速道路を活用することで交通機能を確保。
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九州における鉄道の被災状況と対応状況

○ JR肥薩（ひさつ）線（熊本県）など、５事業者８路線が被災
○ このうち５路線については復旧済、残る３路線については橋梁が流失したため、復旧に長期間
かかる見込み。（JR肥薩線で２橋、JR久大線で１橋、くま川鉄道で１橋が流出）

○ 鉄道不通区間については、代替輸送により、地域住民の生活の足を確保

バスによる代替輸送を実施中

くま川鉄道 人吉温泉駅

（被災前）

くま川鉄道 球磨川第４橋りょうの被災状況

（被災後）

吉松駅

湯前駅
ゆのまえ

よし まつ

第二球磨川
橋りょう

人吉駅（JR肥薩線）

人吉温泉駅（くま川鉄道）

ひと よし

鹿児島中央駅
か ご しま ちゅうおう

肥薩線

川内駅
せん だい

鹿児島線

ひ さ つ

久大線
き ゅ う だ い

長洲駅

第二野上川
橋りょう

植木駅

ながす

筑後船小屋駅

出水駅
い ず み

水俣駅
みな また

熊本駅

ち く ご ふ な ご や

博多駅

九州新幹線

八代駅
やつ しろ

くま川鉄道
球磨川第４橋りょう

野上川

鹿児島線 庄内駅
しょうない

球磨川第１
橋りょう肥薩おれんじ鉄道

由布院駅
ゆ ふ い ん

日田駅
ひ た

ひ さ つ

球磨川

隈之城駅
く ま の じょう

志布志駅
しぶし

南郷駅
なんごう

日南線
に ち な ん

油須原駅
ゆ す ばる

犀川駅
さいがわ

平成筑豊鉄道

宮の陣駅

甘木駅
あまぎ西日本鉄道

h

凡例

施設被害による運休区間
土砂流入等
橋りょう流失
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住宅再建

観光需要喚起等に向けた対策

地域住民の交通手段の確保

○ 新型コロナウイルス感染症により甚大な影響を受けている中での豪雨災害の発生に対し、被災地の早期復旧、生活と生業の
再建に向け、地域に寄り添った支援策として、パッケージに盛り込む主な内容は次の通り。
①土砂等の撤去・漂流物の回収、②住宅再建、③観光需要喚起等に向けた対策、④公共土木施設等の災害復旧等、⑤交通の確保

＜被災鉄道事業者の早期復旧支援＞

・ 地域鉄道事業者が行う代行バスについて、
必要な感染症拡大防止対策を施した安定
的な運行を確保するための費用を支援

＜感染症対策を施した代替輸送の確保＞

・ 被災者に対し、（独）住宅金融支援機構による低利の融資を実施 等

・ 被災者が利用可能な応急的な住まい等の空室提供等の情報を
一元的に把握し、被災者に情報提供
（公営住宅、ＵＲ賃貸住宅、国家公務員宿舎、民間賃貸住宅、ホテル・旅館等）

●●電鉄 ●●

・ 被災自治体からの要請を踏まえ、高度な
技術等を要する復旧工事等を国が権限代行

・ 二次被害が懸念される
土砂災害発生箇所の早
急な対策

・ 河川、砂防、海岸、下水道、道路、公園、港湾、公営住宅等の災害
復旧事業等を迅速に実施

公共土木施設等の災害応急復旧等

県による砂防工事等

・漁業の操業等に支障を来たす流木等の漂流物の

早期回収
- 有明海・八代海への流木等の流入を受け、

海洋環境整備船等による漂流物回収を実施

土砂等の撤去・漂流物の回収

・ 被災者の生活の早期再建に向け、生活圏内から
の土砂等の早期撤去を目指す
- 環境省・防衛省と連携して、宅地内やまちなかに堆積した
土砂等の迅速な撤去を実施

熊本県芦北町

漂流物回収の様子

宇土半島前面海域

・ GoToトラベル事業における被災地向け重点キャンペーン等の実施

熊本県人吉市 岐阜県下呂市

- GoToトラベル事業内で、
被災地向けの特別枠を確
保するとともに、被災地の
正確な情報発信を行う

・ 経産省と連携し、宿泊施設等の施設・設備の復旧等を支援

①机上査定限度額の引上げ ②現地において決定できる金額の引上げ ③設計図書の簡素化

・ 被災自治体の災害査定に要する業務や期間等を縮減

・ 被災した河川等について、改良復旧等の対応

・ 河川管理施設等のごみ・土砂の撤去等の対応

・ 緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE：ﾃｯｸﾌｫｰｽ）等による、公共土木施
設に対する応急措置、復旧工法、発注事務等の指導・助言

・ 海岸に大量に漂着した流木等の早期撤去

くま川鉄道 球磨川第４橋りょう

（被災後）（被災前）

熊本県葦北郡津奈木町福
浜

代行バス（くま川鉄道 人吉温泉駅の状況）

・被災した鉄道を早期に復旧するため、経
営基盤の脆弱な鉄道事業者が行う災害
復旧事業に対し、支援を行う。

・ 新型コロナウイルス感染症に加え、豪雨により甚大な影響を受けた
観光地全体の再構築を目指す以下のような取組を支援

－協議体（観光協会・個別事業者等）による面的な観光復興戦略の策定
－地域の観光コンテンツの復旧・リノベーション等による魅力向上
－個別事業者の経営再建・反転攻勢策の検討 等

県管理区間の権限代行 地方公共団体管理道路の権限代行
（令和２年道路法改正後初適用）

熊本県八代市 深見橋
熊本県球磨村
球磨川水系 河道全断面埋塞

国土交通省の取組～「被災者の生活と生業（なりわい）の再建に向けた対策パッケージ」(抜粋)～
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③被災状況調査（国道219号等）

1,000人以上

100人以上

50人以上
50人未満

派遣なし

②排水ポンプ車による浸水排除

①リエゾン派遣（球磨村）

④自治体へ調査結果を報告

○ 発災直後より全国の地方整備局等から、九州、中国、近畿、中部等22府県67市町村へ、のべ10,606人のＴＥＣ－ＦＯＲ

ＣＥを派遣

リエゾン活動、被災状況調査、排水ポンプ車による浸水排除等の自治体支援を実施。

○ 9県21市町村で被災状況調査を行い、8月3日までに、1,718件の施設被害等を報告。激甚災害の早期指定に寄与。

○ 市町村長への助言、被災状況収集等のため、リエゾンを15県41市町村へ派遣。テックフォースや災対機械の派遣調整等

を実施。

○ 甚大な被害を受けた国道219号をはじめ、自治体管理道路の被災状況調査に、のべ2,761人を投入。1,270件の施設被害

を報告

○ 球磨川流域等にのべ1,353人の隊員を投入。被害の大きい9支川（川内川、小川等）を中心に調査。351件の施設被害を

報告。

被災自治体が被害額算定や査定設計書の作成
に活用。早期の激甚指定にも寄与。

各首長へ調査結果報告

熊本県津奈木町 熊本県芦北町

岐阜県下呂市熊本県相良村

④被災自治体へ調査結果を報告

①リエゾン派遣（球磨村）

村長と対応方針を調整（熊本県球磨村）

村長へ災害対応を助言。庁舎が被災した球磨
村へ災対本部車を派遣し本部運営を支援。

村長

②排水ポンプ車による浸水排除
球磨川、筑後川周辺等の浸水に対し、九州全
体約50台体制で排水を実施

排水活動状況（福岡県久留米市）

③被災状況調査（国道219号等
）

国道219号（熊本県球磨村）

球磨川本川および支川において14橋が流失。
寸断した道路に分け入り、啓開方針を策定。

道路啓開状況

町長

町長

村長
市長

災対本部車内

※被害報告件数は8月3日時点

TEC-FORCE派遣状況と主な活動事例

TEC-FORCE派遣内容別のべ派遣数および施設被害報告件数

派遣内容 のべ派遣数 被害報告件数
リエゾン、JETT（気象庁） 2,211 －
先遣班等 1,325 －
被災状況調査班 5,150 1,718

うち、河川 1,353 351
うち、砂防 688 97
うち、道路 2,761 1,270

応急対策班等 1,874 －
高度技術指導班 46 －

計 10,606 －
※被害報告件数は8月3日時点
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令和２年７月豪雨へのTEC-FORCEの派遣

のべ10,606人を派遣。
災害対策用機械のべ3,929台、うち排水ポンプ車のべ2,149台を派遣



※TEC-FORCE（Technical Emergency Control FORCE）：緊急災害対策派遣隊

○TEC-FORCEは、令和２年４月現在、地方整備局の職員を中心に、約１万４千人の隊員を有し、創設以来１０

８の災害に、のべ約１２万７千人を越える隊員を派遣し、被災自治体の支援を行っています。

○国土交通省ウェブサイトにおいて、TEC-FORCEの支援内容を紹介した動画を公開しています。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥとは

主な支援内容

【 令和元年東日本台風 】
（長野県長野市上空）

【 H27.5 口永良部島の火山活動 】
（鹿児島県屋久島町）

【 H29.7 九州北部豪雨 】
（福岡県東峰村）

➢ リエゾンによる技術的なサポート

➢ 河川、道路等の被災状況調査➢ 排水ポンプ車による緊急排水

【 H30.7月豪雨】
（岡山県倉敷市真備町）

➢ 防災ヘリによる広域被災調査

「ほくりく号」による千曲川上空の浸水調査

「ほくりく号」

派遣実績

紹介動画

※令和2年度は10月時点

派遣のべ人数（人・日） 派遣回数（回）

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/pch-tec/index.html

紹介動画はこちら

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ活動の概要
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○令和元年の災害復旧事業※の決定箇所及び決定額は14,986箇所、3,989億円であり、過去5年間
（H26～H30）の平均と比べて大きくなっている。 ※国土交通省所管：補助/公園・港湾を除く

※令和２年の査定決定額は約1,400億円（約６割の被災箇所の査定が終了した10月末時点）

近年の決定箇所及び決定額の推移（H26～R1）

13,604箇所

2,441億円



公共土木施設の被害報告
平成３１年（令和元年）発生災害 ：17,495箇所、6,999億円
令和２年発生災害(10月30日現在) ：14,597箇所、5,072億円

公共土木施設被害の概要

22
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迅速な工事着手 ～査定前着工～

○査定前着工は、施設管理者の判断で実施可能。

○被災された住民の方々の安心、安全のためにも迅速な対応が必要であり、応急工事や本復旧
工事については、被災直後から着工可能。

○なお、災害査定前の復旧工事についても、現場確認できる写真など被災状況を記録しておくこと
で、災害復旧事業による補助対象となる。

（現
場
確
認
で
き
る
写
真
な
ど
）

被
災
状
況
の
記
録

災
害
発
生

（必
要
な
工
事
の
実
施
）

査
定
前
着
工

（写
真
等
で
被
害
状
況
を
確
認
）

災
害
査
定

災
害
復
旧
事
業
の
実
施

被
災
地
の
早
期
復
旧

査定前着工の実施事例 災害復旧事業による補助対象

道路の損傷について査定を待たずに応急工事を
実施し、早期に仮設道路を設置

河岸の欠壊について、拡大防止のため
に大型土のうで対策を実施
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被災地域の１日も早い復旧に向けた取組（激甚災害時等）

ﾌｪｰｽﾞ 被害の把握 復旧方針の検討 災害復旧工事

テ
ッ
ク
フ
ォ
ー
ス

に
よ
る
支
援

（閣
議
決
定
）

激
甚
災
害
指
定

復
旧
予
算
決
定

災
害
復
旧
事
業
へ
の
支
援

公
共
土
木
施
設

被
災
状
況
報
告
書

災
害
査
定
の
実
施

・査
定
設
計
費
用
の
補
助

・災
害
査
定
手
続
き

の
効
率
化

公
共
土
木
施
設
の

被
害
額
の
報
告

災
害
発
生

災
害
査
定
官
の

集
中
投
入
に
よ
る

早
期
の
査
定
実
施

国
交
省

被
災
自
治
体
の
活
動

内
閣
府

↑

災
害
復
旧
工
事の

着
手

国
交
省
に
よ
る
支
援

・緊
急
物
資
輸
送

等

・住
民
へ
の
情
報
提
供

・捜
索
・救
助

災
害
時
の
緊
急
対
応

被
災
後
10
日
以
内

被
災
後
通
常
２
ヶ
月
以
内

再
度
災
害
防
止
の
た
め

の
河
川
整
備

・国
総
研
等
の
指
導

・工
事
資
材
確
保
の
支
援

・応
急
仮
設
橋
の
貸
与

中
期
の
支
援

被
災
地
域の

復
旧

財
務
省

査定設計書の作成公
共
土
木
施
設
の

被
害
報
告

災
害
査
定
申
請

成
功
認
定

災
害
復
旧
完
了

必
要
な
工
事
の

査
定
前
着
工

応
急
復
旧
・二
次
災
害

防
止
の
技
術
指
導

・
高
度
な
技
術
を
要
す
る

事
業
の
指
導

・
改
良
復
旧
を
含
め
た

復
旧
方
針
指
導

・
早
期
の
査
定
申
請
に

向
け
た
指
導

・土
砂
災
害
危
険
箇
所

の
緊
急
点
検

・緊
急
輸
送
ル
ー
ト

の
道
路
啓
開

・排
水
ポ
ン
プ
車
に
よ
る

浸
水
緊
急
排
水

・防
災
ヘ
リ
に
よ
る

被
害
概
況
調
査

・リ
エ
ゾ
ン
派
遣

自
治
体
所
管
公
共
土
木

施
設
の
被
災
状
況
調
査

・改
良
復
旧
を
含
め
た

復
旧
方
針
指
導

・被
災
状
況
調
査

の
技
術
指
導

・査
定
前
着
工

の
技
術
指
導

災
害
査
定
官
の

現
地
派
遣
に
よ
る

激
甚
災
害
指
定

査
定
前
着
工

災
害
緊
急
調
査
の
実
施

査
定
設
計
費
用
の
補
助

災
害
査
定
手
続
き

の
効
率
化

災
害
復
旧
技
術
専
門
家

の
派
遣
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大規模災害発生時の災害査定 ～激甚災害の指定～

令和元年 激甚災害指定（公共土木施設関係）

災 害 名 期 間 等 区 分 対 象 閣議決定日

令和元年6月2日から7月16日までの間の豪雨
６月２日～
７月１６日

局激
鹿児島県曽於市、
沖縄県伊平屋村

令和２年３月１３日

令和元年8月13日から9月24日までの間の暴風雨
及び豪雨（台風第10号、第13号、第15号、17号を
含む）

８月１３日～
９月２４日

局激
岡山県新見市、

佐賀県多久市、大町町、
長崎県対馬市

令和１年１０月１１日

令和２年３月１３日

令和元年10月11日から同月26日までの間の暴風
雨及び豪雨（台風第１９号、第20号、第21号）

１０月１１日～
１０月２６日

本激 全国 令和１年１１月２９日

※本激（激甚災害）は全国を対象、局激（局地激甚災害）は市町村を対象

○経済に著しい影響を及ぼし、地方財政の負担の緩和を行うことが特に必要と認められる場合、
激甚災害に指定（主務は内閣府）

○災害名及び適用措置等を政令で指定（閣議決定）

○具体的な適用措置：災害復旧事業等（河川、道路等）に係る国庫補助率を１～２割程度嵩上げ

災 害 名 期 間 等 区 分 対 象 閣議決定日

令和2年5月15日から7月31日までの間の豪雨
５月１５日～
７月３１日

本激 全国 令和２年８月２５日

令和２年 激甚災害指定（公共土木施設関係）

多久市、大町町

新見市、対馬市
追加指定



大規模災害発生時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化

【背景】

○大規模災害が発生した際、インフラの迅速な復旧が急務

○これまでの大規模災害では、災害査定をスピーディーかつ効率的に進めるため、様々な「査定の効率化（簡
素化）」を実施。

○しかしながら、個別の災害毎に効率化（簡素化）の内容を決めていたため決定までに約１箇月を要していた。

○そのため、南海トラフ地震、首都直下地震、スーパー台風等の大規模災害に備え、より迅速に災害査定の効
率化（簡素化）の 具体の内容を決定することが必要。

【事前ルール化】

・カテゴリーS：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害で、かつ、緊急災害対策本部（政府）が
設置された災害 （過去の事例：東日本大震災（H23））

・カテゴリーA：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害（R1：８～９月大雨、台風19・20・21号）
（H30以前の事例：７月豪雨（H30）、北海道胆振東部地震（H30）、熊本地震（H28）、台風12号（H23）、新潟県中越地震（H16）、
阪神淡路大震災（H7）などを含む16災害）

● カテゴリーS・Aの災害の要件を満たした場合、以下の効率化（簡素化）を実施

災害査定の手続きの効率化（簡素化）の主な内容

①机上査定限度額の引上げ（カテゴリーSは被害件数の概ね9割、カテゴリーAは被害件数の概ね7割となる金額まで引き上げる）
（原則：300万円） （参考：過去の事例 カテゴリーS 5,000万円、カテゴリーA 1,000万円）

： 会議室で書類のみで行う机上査定の対象限度額の引上げにより査定期間を短縮
②採択保留額の引上げ（カテゴリーSは採択保留件数の概ね9割、カテゴリーAは採択保留件数の概ね6割となる金額まで引き上げる）

（原則：4億円） （参考：過去の事例 カテゴリーS 30億円、カテゴリーA 8億円）

： 現地で決定できる災害復旧事業の金額の引上げにより早期着手が可能
③設計図書の簡素化

： 設計図書の作成において航空写真や標準的な断面図等の活用により測量・設計期間を短縮など
26



大規模災害発生時の災害査定の効率化（簡素化）の主な実施内容

【災害査定の効率化の主な実施内容】
○設計図書の簡素化
設計図書の作成において航空写真や代表断面図等の活用により測量・設計期間を短縮

○書面による査定上限額の引き上げ（原則300万円）
会議室で書類のみで行う机上査定の対象限度額の引き上げにより査定期間を短縮

○現地で決定できる災害復旧事業費の金額の引き上げ（原則４億円）

現地で決定できる災害復旧事業の金額の引き上げにより早期着手が可能

◆設計図書の簡素化事例 （河川災）

平面図

標準断面図

27



災害名

効率化（簡素化）項目

机上査定額
採択
保留額

設計図書の
簡素化

一箇所工事

通常の災害査定 ３百万円未満
４億円
未満

－ －

令和２年梅雨前線豪雨等

３０百万円以下：岐阜県・熊本県
２０百万円以下：山形県・長野県・静岡県・

愛知県・山口県・福岡県・
大分県・鹿児島県

１５百万円以下：岩手県・愛媛県・佐賀県・
長崎県・宮崎県

１０百万円以下：島根県・岡山県・広島県

６億円
未満

岩手県、山形県、
長野県、岐阜県、
静岡県、愛知県、
島根県、岡山県、
広島県、山口県、
愛媛県、福岡県、
佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、
宮崎県、
鹿児島県

岩手県、山形県、
長野県、岐阜県、
静岡県、愛知県、
島根県、岡山県、
広島県、山口県、
愛媛県、福岡県、
佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、
鹿児島県

※8月25日時点

大規模災害発生時の災害査定の効率化（簡素化）

○被災自治体の災害査定に要する業務等を大幅に縮減し、早期に災害査定を行い、復旧事業に
着手することで、被災地の早期復旧を支援するために、災害査定の効率化を実施

○設計図書の簡素化を行って災害査定を実施した場合、災害査定後に設計書を作成するために
行う調査、測量、試験又は設計に関する費用について、災害復旧事業の対象とすることとし、
査定申請時に計上可能に ※令和２年発生災害から適用

◆令和２年に実施した災害査定の効率化

28
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査定前準備

30日

【事例：○○県】

査定前準備
67日

災害査定
82日

発災 149日

災害査定
89日

発災 119日

30日間短縮

災害査定の開始が３７日間短縮するとともに、査定完了が全体で３０日間短縮
効果

災害名 査定箇所数 査定決定額 スケジュール

平成７年
梅雨前線豪雨

令和元年
東日本台風

（平成７年7月11～
12日発災）

（令和元年10月11～
12日発災）

約1,800箇所

約1,300箇所

約500億円

約600億円

査定開始

査定開始

適

用

前

適

用

後

適用の
有無

37日間短縮

「大規模災害査定方針」の適用による効果事例



市町村への技術支援 ～災害緊急調査～

○早期に災害復旧事業を着手できるよう本省災害査定官を現地に派遣し、災害緊急調査を実施

○災害査定官が被災箇所の現地へ赴き、災害復旧の迅速化に向け、被災自治体に対し復旧方
針・工法等の技術的支援・助言を行うとともに、現地の状況に応じて再度災害防止のための改良
復旧の提案などを実施

令和２年７月豪雨に対する災害緊急調査
鹿児島県（7/7～9）
現場にて被災メカニズムや水位を確認し、
机上にて計画手法を助言

自治体との協議

川内川水系山野川

熊本県（7/7～9）
現場にて応急復旧工法を助言

球磨川水系万江川

応急復旧状況
（7/16時点）

30

大分県（7/15～17）
現場にて応急復旧工法を助言

筑後川水系玖珠川

報道取材状況



市町村への技術支援 ～災害復旧技術専門家の派遣～

○大規模災害発生時に、地方公共団体等からの要請に基づいて、 （公社）全国防災協会から
「災害復旧技術専門家」を現地に派遣し、災害復旧活動の支援・助言を実施（初回は無償）

○災害査定申請の迅速化に向け、査定準備に関する技術的支援を実施。測量や被災原因調査に
関する技術的支援や助言、復旧工事実施に向けた具体的な工法指導等を実施

○本省防災課への支援要請
（市町村は都道府県を通じて）

●専門家が現地にて復旧方針の助言

○都道府県からの要請の受理

○派遣可否、防災協会との調整

●被災自治体への通知

○派遣する専門家との調整、

専門家の決定

●防災課へ連絡

①要請 ②依頼

④通知
③専門家決定

＜手続のフロー図＞

都道府県防災担当課
（管内市町村）

本省防災課
（復旧事業ライン）

全国防災協会
（専門家リスト）

被災状況調査 被災状況調査 調査報告

R１．１１岩手県田野畑村 R１．１１宮城県涌谷町

被災状況調査

R１．９ 佐賀県多久市
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〇令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した７水系において、国、都県、市区町村が連携し、

今後概ね５～１０年で実施するハード・ソフト一体となった「緊急治水対策プロジェクト」を進めて

います。

〇令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や、河道掘削等の改良復旧を進めていきます。
全体：７水系
■河川における対策

約5,424億円（国：4,302億円、県：1,122億円）
災害復旧 約1,509億円（国： 683億円、県： 826億円）
改良復旧 約3,915億円（国：3,619億円、県： 296億円）
※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

信濃川水系緊急治水対策
プロジェクト 約1,768億円

■ハード対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備
■ソフト対策
・田んぼダムなどの雨水貯留機能確保
・マイ・タイムライン策定推進 等

入間川流域緊急治水対策
プロジェクト 約338億円

■ハード対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備
■ソフト対策
・高台整備、広域避難計画の策定 等

多摩川緊急治水対策
プロジェクト 約191億円

■ハード対策
・河道掘削、堰改築、堤防整備
■ソフト対策
・下水道樋管等のゲート自動化・遠隔操作化 等

吉田川・新たな水害に
強いまちづくりプロジェクト 約271億円

■ハード対策
・河道掘削、堤防整備
■ソフト対策
・浸水想定地域からの移転・建替え
等に対する支援 等

阿武隈川緊急治水対策
プロジェクト 約1,840億円

■ハード対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備
■ソフト対策
・支川に危機管理型水位計及びカメラの設置
・浸水リスクを考慮した立地適正化計画展開 等

久慈川緊急治水対策
プロジェクト 約350億円

■ハード対策
・河道掘削、堤防整備
■ソフト対策
・霞堤等の保全・有効活用 等

越辺川右岸0k付近

千曲川左岸58k付近

多摩川右岸20k付近

久慈川左岸34k付近

吉田川左岸20k9付近

阿武隈川左岸98k6付近

（
吉
田
川
）

（
入
間
川
）

※今後の調査・検討等により追加・変更がある。

那珂川緊急治水対策
プロジェクト 約665億円

■ハード対策
・河道掘削、遊水地、堤防整備
■ソフト対策
・霞堤等の保全・有効活用 等

那珂川右岸28k6付近

令和元年東日本台風関連 ７水系緊急治水対策プロジェクト
【令和２年度版】
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信濃川水系緊急治水対策プロジェクト
～令和元年東日本台風に対する再度災害防止・軽減～ 【令和２年度版】
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施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える、水防災意識社会の再構築
洪水防御の効果の高いハード対策と命を守るための避難対策とのソフト対策の組合せ

今後も水災害が激化。これまでの
水災害対策では安全度の早期向上
に限界があるため、整備の加速と、
対策手法の充実が必要。

気候変動の影響

人口減少や少子高齢化が進む中、
「コンパクト+ネットワーク」を
基本とした国土形成により地域の
活力を維持するためにも、水災害
に強い安全・安心なまちづくりが
必要。

社会の動向

5GやAI技術やビッグデータの活
用、情報通信技術の進展は著しく、
これらの技術を避難行動の支援や
防災施策にも活用していくことが
必要。

技術革新

○ 近年の水災害による甚大な被害を受けて、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に
備える水防災意識社会の再構築を一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる関係者が協
働して流域全体で行う、流域治水への転換を推進し、防災・減災が主流となる社会を目指す。

気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について

これまでの対策

こ
れ
か
ら
の
対
策

気候変動を踏まえた、計画の見直し

持続可能性

将来にわたり、継続的に対策に
取組、社会や経済を発展させる

河川の流域全体のあらゆる関係者が協働して
流域全体で行う持続可能な治水対策

「流域治水」への転換

強靭性

甚大な被害を回避し、早期復旧・
復興まで見据えて、事前に備える

包摂性

あらゆる主体が協力して
対策に取り組む

変

化

対策の
重要な
観点
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気候変動を踏まえた計画へ見直し

これまで

治水計画を、過去の降雨実績に基づく計画」から
「気候変動による降雨量の増加などを考慮した計画」に見直し

洪水、内水氾濫、土砂災害、高潮・高波等を防御する計画は、
これまで、過去の降雨、潮位などに基づいて作成してきた。

しかし、
気候変動の影響による降雨量の増大、海面水位の上昇などを考慮すると
現在の計画の整備完了時点では、実質的な安全度が確保できないおそれ

気候変動による降雨量の増加※、潮位の上昇などを考慮したものに計画を見直し

今後は

※世界の平均気温の上昇を２度に抑えるシナリオ（パリ協定が目標としているもの）
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集水域

河川区域

氾濫域

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、「流
域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて
一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

「流域治水」の施策のイメージ

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策
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東海豪雨(H12.9時）の名古屋市西区、清須市（旧西枇杷島町）の状況※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

県境 市町村境 流域境

■河川における対策
対策内容 堤防整備、河道掘削、橋梁改築 等

■ソフト対策
・被害軽減対策
（避難場所や経路に関する情報の周知、住民の防災意識
向上のための取組 等）

・ソフト対策のための整備
（危機管理型水位計・監視カメラの設置・増設 等）

※今後、関係機関と連携し対策検討

■流域における対策
・流出抑制対策
（既存ダム２ダムにおける事前放流等の実施・体制構
築（関係者：国、土岐川防災ダム一部事務組合など）、
貯留管等の整備 等）

・土砂災害対策
（砂防施設の整備 等）

・内水被害軽減策
（雨水排水網の新設・増強、ポンプ場の新設・増強等）

・早期復旧に備えた対策
（防災拠点の整備、緊急河川敷道路の整備 等）

・頻発・激甚化する自然災害に対応した「安全なまちづく
り」に向けた取組を検討

※今後、関係機関と連携し対策検討

○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水
により甚大な被害が発生したことを踏まえ、庄内川水系
においても、事前防災対策を進める必要があることから、
以下の取り組みを実施し、国管理区間においては、観測

史上最大となった平成12年9月洪水（東海豪雨）および
平成元年9月洪水と同規模の洪水が発生しても安全に流
し、流域における浸水被害の軽減を図る。

土岐川圏域

庄内川上流圏域

堀川圏域

新川圏域

※ ○○川 は、県・政令市管理河川の代表的な箇所（河川）を示したものである。

土岐川・肥田川・小里川等の
堤防整備、河道掘削 等

新川・五条川・地蔵川等の堤防整備、
河道掘削、ポンプ場の新設・増強、

洪水調節池の整備 等

八田川、矢田川等の
堤防整備、河道掘削 等

堀川等の
堤防整備、河道掘削 等

流出抑制対策 等

砂防施設の整備
（庄内川砂防）

庄内川水系流域治水プロジェクト ［イメージ：調整中］
～東西を繋ぎ、日本経済を支える名古屋都市圏を水害から守る流域治水対策～
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近年、各河川で発生した洪水に対応

➢７つの水系での『緊急治水対策プロジェクト』

令和元年東日本台風規模洪水に対する再度災害防止

➢全国の一級水系での『流域治水プロジェクト』

各河川において少なくとも戦後最大規模洪水へ対応

1. 令和元年東日本台風で被災した７つの水系での「緊急治水対策プロジェクト」を推進。全国の河川で「流域
治水プロジェクト」を策定し、事前防災対策を加速

2. 気候変動に対応できる新たな治水対策へ転換（基本方針・整備計画の見直し）

3. ３カ年緊急対策後も中長期視点に立って具体的目標を掲げ計画的に取り組むため、必要・十分な予算の
確保に努め、防災・減災が主流となる社会を構築

気候変動のスピードに対応した令和時代の水害対策の進め方

１st

主な対策

・危険個所における水位低下対策（河道掘削等）

・壊滅的被害を防ぐための堤防強化対策

・事業中の調節地等の早期効果発現

・利水ダムの徹底活用（事前放流、改良）

・遊水機能の保全・活用

・水害リスクを踏まえたまちづくり計画等への反映 等

２nd

気候変動で激甚化する洪水による壊滅的被害を回避

➢ 気候変動適応型水害対策の推進

治水計画を、「過去の降雨実績に基づくもの」から、
「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」
に見直し

将来の降雨量の増大に備えた抜本的な治水対策を推進

・新たな遊水地やダム再生等の貯留施設整備

・堤防整備・強化（高規格堤防含む）や河道掘削

・流域における雨水貯留施設等の整備

・水害リスクを踏まえたまちづくりや土地利用の推進 等気候変動による影響を踏まえた
河川整備基本方針や河川整備計画の見直し

主な対策

速やかに着手

令和２年度末までに策定し、計画的に対策を実施
必要・十分な予算を確保

国交省分だけで約７兆円
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16

8

3537

18

4 4

九州電力(株)：20ダム

四国電力(株)： 6ダム

中国電力(株)：4ダム

中部電力(株)：3ダム

電源開発(株)： 1ダム

旭化成(株) ： 1ダム

県企業局 ：2ダム

土地改良区、県、市町：18ダム

水資源機構、市町：4ダム

令和２年 事前放流の実施状況

○ 令和2年度においては全国の計122ダムで事前放流を実施(うち63ダムは利水ダム)。（令和2年6月1日～）

○ このうち、台風第10号においては全国の計76ダムで事前放流を実施(うち50ダムは利水ダム)。
令和2年10月27日時点

4 1

21

30

15

3 1

多目的ダム 利水ダム

国土交通省
水資源機構

県

発電

農業

水道・農業

農業・発電

九州電力(株)：20ダム
四国電力(株)： 6ダム
電源開発(株)： 1ダム
旭化成(株) ： 1ダム
県企業局 ：2ダム

土地改良区、市町：15ダム

県発電

水道・農業

農業

計：１２２ダム

＜令和2年度の事前放流実施ダム数＞

治水等（多目的）ダム
（国土交通省※）

１６ダム

治水等（多目的）ダム
（水資源機構）

８ダム

治水等（多目的）ダム
（県）

３５ダム

利水ダム ６３ダム

＜令和2年度に事前放流を実施した122ダムの管理者＞

計：７６ダム

＜上表のうち、台風第10号の事前放流実施ダム数＞

治水等（多目的）ダム
（国土交通省※）

４ダム

治水等（多目的）ダム
（水資源機構）

１ダム

治水等（多目的）ダム
（県）

２１ダム

利水ダム ５０ダム

治水等（多目的）ダム 利水ダム

4 1

21

30

15

3 1

多目的ダム 利水ダム

国土交通省
水資源機構

県

発電

農業

水道・農業

農業・発電

九州電力(株)：20ダム
四国電力(株)： 6ダム
電源開発(株)： 1ダム
旭化成(株) ： 1ダム
県企業局 ：2ダム

土地改良区、市町：15ダム

国土交通省※

水資源機構

その他

※内閣府沖縄総合事務局含む

10月27日時点
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利水ダムの事前放流等の効果事例

上松町

※本資料の数値は、速報値及び暫定値であるため、今後の調査で変わる可能性があります

牧尾ダム（水資源機構：農業・水道・工業用水道・発電）

○ 長野県内の木曽川では、牧尾ダム（水資源機構管理）で事前放流を行い、三浦ダム（関西電力管理）
等と合わせて８つの利水ダムに約４,２００万m3の容量を一時的に確保して、洪水を貯留。

○ 桃山水位観測所（長野県上松町）地点おいて、上流の５ダムでの洪水の貯留により、流量を２割
（約５００m3/s）ほど減らす効果があったと推定。

桃山水位観測所

山口
ダム

牧尾
ダム

読書
ダム

木曽
ダム

常盤
ダム

三浦
ダム

王滝川
ダム

伊奈川
ダム

：利水ダム

凡例

木曽川

約500m3/sピークを低減

令和２年７月５日～８日

7/7 7/8

三浦
ダム

木曽
ダム

牧尾
ダム

桃山水位観測所

川の氾濫抑制ダムに感謝

上松、南木曽、大桑の３首長

木曽町、王滝村境の水資源機構・牧
尾ダムでは、ダム操作の経緯について
数値で説明を受け、大雨の中で緊張を
強いられる日々を続けてきた職員に感
謝した。 「梅雨明けまでもう少し。頑
張っていただきたい」と激励した。

（市民タイムス 木曽令和2年7月16日より一部抜粋）

南木曽町

大桑村

王滝川
ダム

常盤
ダム

木曽川

南
木
曽
町

向
井
町
長

上
松
町

大
屋
町
長

大
桑
村

貴
舟
村
長
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警戒呼びかけや伝え方の工夫～台風第10号の際の事前呼びかけ～
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総力戦で挑む防災・減災プロジェクト 主要施策

42

➢ 関係者や他分野との「連携」による施策の強化・充実
➢ 「国民目線」に立った、わかりやすい施策の推進
という観点から、国民の命と暮らしを守る１０の施策パッケージをとりまとめ

６．安全・安心な避難のための事前の備え

３．防災・減災のためのすまい方や土地利用の推進

４．災害発生時における人流・物流コントロール

５．交通・物流の機能確保のための事前対策

７．インフラ老朽化対策や地域防災力
の強化

８．新技術の活用による防災・減災の高度化・迅速化

１０．行政・事業者・国民の活動や取組
への防災・減災視点の定着

９．わかりやすい情報発信の推進

・気候変動による水災害リスクの増大に
備えるため、河川管理者等による治水
に加え、あらゆる関係者（※）により
流域全体で行う「流域治水」へ転換

・「過去の実績に基づくもの」から「気候変動による降雨量の増加
や潮位の上昇を考慮したもの」に計画や基準を見直し、抜本的な
対策を推進

・災害リスクのあるエリアにできるだけ住まわせないための土地利用
規制（開発抑制）・誘導（移転促進）

・鉄道事業者と気象庁が連携した計画運休の深化やアクセス事業者
とも連携した空港の孤立化防止策

・船舶を湾外退避させる仕組みの創設等による走錨事故防止対策 等

・インフラ老朽化対策の着実な推進
・TEC-FORCEの強化など災害に対応するための連携体制・支援体制
の構築、防災・減災を支える担い手確保・育成

・大雨特別警報が解除された後でも引き続き
氾濫の危険性があることを注意喚起

・災害リスク情報を地図上で３Ｄ表示 等

・交通運輸事業者の防災体制の構
築・実践を促す「防災マネジメ
ント」の推進

・河川・鉄道・道路分野が連携した
橋梁の流出防止対策 等

・マイ・タイムラインによる実効性のある
避難体制の確保

・避難しやすい「高台まちづくり」の推進
・感染症にも対応した避難場所の確保
（換気機能導入、ホテルや旅館等の活用）

・災害予測、災害状況把握、災害復旧等において、AI、ドローン、
5Gなど新技術を導入

・リモート化・無人化などインフラ分野のDX（デジタル・トランス
フォーメーション）を推進し、感染症リスクにも対応

・「防災・減災×地域拠点」（防災道の駅制度の創設）、「防災・減
災×不動産」（重要事項説明の際に水害ハザードマップにおける物
件の位置を説明）など、様々な取組に防災・減災の視点を導入

橋脚
根固め

１．あらゆる関係者により流域全体
で行う「流域治水」への転換

２．気候変動の影響を反映した治水計画等への見直し

※国、地方公共団体、企業、住民等
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